日系ブラジル人の不就学率と犯罪率の関係
■不就学率

[image: image3.emf]　関東から中部地方において、日系ブラジル人の割合が非常に高くなっている。

その日系ブラジル人の就学状況を見てみると、2000年から2005年にかけての調査から、不就学率が増加していることがわかる。（右図は、南山短期大学教授関口知子編『季刊 海外日系人』第57号（(財)海外日系人協会、2005年9月10日）より引用。2000年データは「フロンティアとよはしVol.7」(2000.3)、2005年データは「ニッケイ新聞」を参考にし、関口氏独自に作成したグラフ。

ちなみにインターネット上でも公開されており、http://www.kikokusha-center.or.jp/resource/ronbun/kakuron/36/36.htmで確認できる。）2008年現在でも、増加の一途を辿っている（）。
また、地方の調査では在日外国人の不就学率は2008年の三重短期大学の外国人問題調査研究プロジェクトチームが津市の外国人児童・生徒の不就学を調べた調査（朝日新聞2008年7月１日朝刊26ぺージより引用）によると、三重県は2.9％となっており、そのうちの65.7パーセントはブラジル人であるというデータが出されている。しかし、これは三重県にだけ見られる現象ではない。
文部科学省は、主に関東・中部地方の都道府県を対象に、児童生徒や保護者の意見を反映した日本の学校への就学ガイドを作成する意向を、「不就学外国人生徒児童支援事業」として平成17年6月28日に発表した（次は、その内容）。そこには、 群馬県太田市に対しては、①学校に関連する情報・通知を掲載するウェブサイトの立ち上げ、②プレスクール、リゾースフルスクール（保護者向けプレスクール）の実施を、岐阜県美濃加茂市に対して、①小学校入学年齢段階の子どもをもつ外国人家庭及び日本の小・中学校への就学を希望する外国人家庭を対象に学校説明会を開催を、②日本の公立小・中学校及び外国人学校向けの就学ガイドブック（ポルトガル語）の作成を、静岡県掛川市に対しては、①不就学の児童や保護者のニーズに応じた就学情報の提供を、愛知県岡崎市には、①外国人登録窓口でのポルトガル語の就学ガイドブックの配付と手続きの案内、②ポルトガル語通訳を派遣し、就学手続きを支援、③ポルトガル語による6歳児への就学案内の作成・配付を要請している。これらは、ポルトガル語による支援などという点から、大部分が日系ブラジル人へむけた支援と捉えることができる。
では、なぜ日系ブラジル人が突出して不就学となるのであろうか。その理由については、別紙の一面の表からも分かるように、この地方のブラジル人比率が著しく高いということもあるが、文部科学省が2005年から2006年にかけて行った調査で裏付けることができる。約40％の日系ブラジル人生徒は、コミュニケーションにおける言語能力はできているが、学習における言語能力がまだ養われていないというものがその内容であるが、その影響で学校の学習について行けなくなったり、いじめを受けたりして不就学になるケースが多いことがわかった（「治安の死角（2）第4部　外国人定住者の犯罪　日本語学べぬ日系の子」 『読売新聞』2005.6.11.）。つまり、学校における十分な日本語教育がなされなかったことが、不就学の増加に影響したといえる。

※下図：文部科学省「外国人の子どもの不就学実態調査」より抜粋

[image: image1.png]ORFERF
[N A=)

HENROBBE AEABRER e (;\;tff; AR OT2) FHFERCE) &E-HEFCEa)
AHm 784 413 (527) 185 (2386) 5(08) 181 (23.1)
t:od 205 167 (742) 14 (62) 4(18) 40 (178)

ER 47| 212 (508) 109 (26.1) 10 (24) 86 (208)
B 457|195 (427) 69 (151) 14 (31) 179 (302)
Btm 354|236 (66.7) 38 (107) 411 76 (215)
2HH 1120 580 (518) 197 (178) 3(03) 340 (304)
Felies 566 371 (655) 93 (164) 3(0s) 99 (175)
mHhH 407|293 (720) 63 (155) 7017 44.(108)
HER 1833 1235 (674) 303 (165) 57 (3.1) 238 (13.0)
29 223 169 (758) 21 (8.4) 1(04) 32 (144)
e 2668 1550 (58.1) 742 (27.8) 2(01) 374 (140)
g 835 600 (718) 190 (228) 2(02) 43 (52)

EH 9889 6,021 (608) 2,024 (205) 12 (1.1) 1,732 (175)
NEAST e S RIRHE A O P FE T

BETARATEONREL THYEO R, PFRF (BN T SRRV I BEE(TOMNE




· 犯罪率
[image: image4.png]FRI65EE

EESEEEER IN
Lz [T B T ]

BRa-8- (-2 REARMALL

S 8,898 | 100y
| 1s0] 5.5 e e
b= | 7,350 2008 L6 ] 125
7507001 2159 67| 6.9
R T 576] 6.5

o7 | sez| 27 [70e | 358 ] 4.0
ol || soso] 127 [Zow] et 2ey

rrws) ra

mEa-8-()-2 HEARMAML

PR EPETTIN
| LB [ mikit

wE | o] o0 505 ] 100

I ||_11.900] ot 3799 | 1ol
5o esul 0.0 Lot | re e
T | ome| 0.5 N AT

T IS T ) T 5 I
[T T T ] B2 I
Zow| ssu] ) [Zom| 2| n)
HWE) i, (RS HERR,

ERISERE REH
mRa-5-0-2 REARMAL
TR TERRFA L “rh
s | I T
B i e e IR W
F o] tsos] sonf b @] nesi| 1.2 ‘
[N X PN BRI =]
2 I IR BT TN M
EPRTE ol wm | ses | 6o
[ o] sozive] s2| an
Zow| o] enlzom| el ool

) IC e, () EER,



（図：外国人検挙数・割合）
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平成１９年度

これは、警察庁調査報告書の平成１５年～１９年の外国人犯罪についての箇所を抜粋したものである（www.npa.go.jp/toukei/seianki3/20060805.pdf）。上の表を見ると、検挙された者の中でブラジル国籍を持つのは、どの年度をとっても１２％（２位）ほどであり中国の40％台には決して及ばない数値である。しかし、次ページでは対象をブラジル人全体ではなく、日系ブラジル人の少年に絞って見てみたい。
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 上図は、岡田薫著（行政法務調査室）『外国人犯罪者受け入れと犯罪現象』より引用。www.ndl.go.jp/jp/data/publication/document/2008/20080112.pdf。来日外国人少年の検挙者の中では、ブラジル人は40.4パーセントを占めており（日本経済新聞2006.5.16.朝刊）、特に少年層においての犯罪が多発していることが分かる。これは上の図の、ブラジル人少年院新収容者数のブラジル人を追って見ても分かる。「ブラジル人」という枠では中国よりもはるかに検挙者は少ないにも関わらず、「日系ブラジル人少年」という枠になると、一気に検挙率が跳ね上がる。ブラジル人の少年の少年院収容者数は、韓国・中国のそれが近年減少しているのと対照的に、長いスパンで見ると、急増している。これは、特に日系ブラジル人青少年が日本において何らかのマイナス効果を強く受けているということを表していると考えることができる。不就学など学齢きでの問題をこれとは無関係と捉えるならば、20代以上に比べて10代の日系ブラジル人青年の犯罪率が極端に高いという理由は説明できない。日系ブラジル人の不就学が叫ばれ始めたのが　　　年であるから、それがマイナス効果となって犯罪を引き起こしたと考えるのが自然である。
※日本語の理解度が低く、日本の生活に不適応を起こしていると判断された外国人少年を収容する久里浜少年院においては、平成5（1993）年から平成14（2002）年の間の収容総数で、ブラジル国籍の少年が86％を占めるようになった。同少年院では、平成5（1993）年に日本で初めて「国際科」を設け、基本的な日本語や社会習慣を身につけさせるプログラムを導入した。国際科では、少年たちの社会復帰を目指した学力や技術（フォークリフトの資格取得など）の習得、健康な心身の回復のため生活全般にわたる指導に加え、日本語指導（初級）も行っている。入院時には幼稚園レベルの日本語であった少年たちは、週4日、1日80分の日本語授業に加え、24時間日本語漬けの環境と退院後の就労への意欲から、日本語習得が迅速に行われていくという。同少年院国際科では日本語の授業以外でも、生活に密着した場面を想定したソーシャルスキルトレーニングを行い、日本語能力に加えて日本社会への適応力も身につけることを目指している。
 　少年院国際科におけるこの事例を見ても、子どもたちが来日後、早い時期に日本語を習得することの必要性が示唆される。特に日本語を学ぶ動機付けの点では、日本で就労するためには日本語能力は不可欠である、という将来展望を与える必要性があると考えられよう。（※からここまでは、『外国人子女の教育問題　―南米系外国人を中心に―』吉田多美子著（文部科学省技術課）より。）
以上のことから、

というサイクルが成り立っている。

（ここからはみんなへ）

もちろん、青少年犯罪の原因は、不就学のせいだけじゃない。家庭のトラブルかもしれないし、他の原因も十分に考えられる。でも、何十もの資料をみた感じではコレが濃いから、コレを改善することでいけるんじゃないかなーと。。あんまし説得力がないかもしれないけど、こんな感じです!!
日系ブラジル人の言語教育が行き届いていない
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不就学の増加
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青少年犯罪の増加











